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１．問題意識・目的・方法
　地球温暖化の歴史を振り返ると、まず1900年
代を通して積み上げられてきた地球規模での温室
効果や二酸化炭素濃度の上昇の確認などの科学的
な発見があった。1970年代頃から世界的な環境
保全への関心の高まり、そして、1980年代の越
境型公害問題、地球規模の環境問題の顕在化へと
続いていく。その中で地球温暖化は全地球的な問
題として認知され、現在でもなお重要な問題とし
てその地位を占めている。地球温暖化が現在のよ
うな国際問題、社会問題として登場するに至った
歴史的流れを「冷戦構造の崩壊」と結びつける見
方がある（米本， 1994）。この見方に注目した永
井（2014）は、新聞メディアにおいてそのような
歴史的な文脈の中で地球温暖化問題と気候変動交
渉が捉えられていたのかどうかを検討している。
　この整理によると、冷戦構造の中での欧州への
核配備とスリーマイル島での原発事故をきっかけ
とし、欧州で核戦争の脅威が現実味を持って実感
され、大規模な反核運動が起こった。そして、欧
州という地域限定の核戦争が「核の冬」という人
類全体の脅威としても知られるようになってい
く。同時期にフロンガスによるオゾン層の破壊も
人類全体へと影響するものとして認知された。オ
ゾン層の破壊は人類全体の脅威として位置づけら
れてもおかしくはなかったが、フロンガスの規制
議論が早急に開始され、国際的な規制が合意され
た。そのため、冷戦構造が維持されていた時期で
は核戦争という人類の脅威に取って代わることは
なかった。しかし、1980年代末冷戦構造の終焉
とともに変化が生まれる。それまで国際政治の議
題として扱われてこなかった「環境」が環境安全
保障という概念とともににわかに登場した。その
下位議題のひとつとして言及されたのが地球温暖
化による気候変動であった。日本の新聞報道はこ
の国際政治での変化を地球環境問題の政治化とし
て扱った（永井， 2014 : 25-29）。
　この一連の歴史的事実の整理と1980年代後半
の日本の新聞報道の検討から、永井（2014）は
「気候変動交渉におけるポスト冷戦フレーム」を
提示している（31）。さらにこのフレームに二酸
化炭素抑制・削減という対策が組み込まれている
と付け加えている。その点を踏まえると、そのフ
レームを修正すると次のようなになるだろう。
冷戦が終焉に向かう中、地球温暖化問題が登
場し、この問題を通して冷戦後の主導権争い
が見られた。しかし、この問題は新しい人類
の共通の課題、脅威であり、人類が国、イデ
オロギーを乗り越えて取り組むべき問題であ
る。冷戦が終わる今、この課題の解決に向か
い前進していくべきであり、今後その方向に
進むはずだ。解決のために二酸化炭素の排出
安定化・削減が取られるべき対策である。
　このようなフレームが1980年から1989年まで
の出来事をもとに気候変動交渉に関する報道にお
いて構築されたとするならば、その後の報道でこ
のフレームが確認されるはずである。もし確認さ
れれば、このポスト冷戦フレームが構築された可
能性を支持する知見となる。そこで本稿ではこの
ポスト冷戦フレームが再生産されているのかどう
かを質的に検討していく。
・目的と方法
　本稿も永井（2014）のフレーム概念の整理に従
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い検討することとする。フレームには、次の特性
がある。出来事を理解するためのそこに含まれる
要素の「選択と関係付け」（Manoff, 1987 ; Gam-
son et al., 1992 : 385, Entman, 1993 : 52 ; Reese, 
2001 ; Lilleker, 2006 : 82）、物事を記述する際に参
照される「基準」、そして、関係付けの組み換え
が 起 こ る「可 変 性」（Gamson et al., 1992 : 384-
385）の三つの特性である。これらの特性はフ
レームが持続的に使用される中で生じると考えら
れる。このような特性から考えると、ポスト冷戦
フレームを確認しようとする場合に、いくつかの
可能性が考えられる。一つが、フレームの再生産
である。ポスト冷戦フレームが記事の中で採用さ
れ、そのロジックが垣間見られるはずである。も
う一つが、可変性という特性によるフレームの変
容である。フレームが報道の中ですんなり再生産
されていれば変容することはないだろうが、もし
このフレームがうまく適合されない状況が続けば
要素の組み換えなどが見られるかもしれない。本
稿ではこれらの可能性を視野にいれつつ検討して
いきたい。
　永井（2014）は、1989年11月のオランダ・ノー
ルトベイクでの閣僚会議までを検討している。そ
こで、本稿ではそれ以降の気候変動交渉に関連す
るいくつかの出来事を対象とする。これらの会議
の報道においてポスト冷戦フレームの適用や再生
産を確認していく。もちろん、これらの報道すべ
てにポスト冷戦フレームが確認されるわけではな
いことには注意したい。なぜならば、ニュースや
記事にはフレームが見られない場合もあるという
指 摘 が あ る（Van Gorp, 2010 : 94）。 こ れ は フ
レームが構築されていても記事に表出しない可能
性があることを示唆しているからだ。また、本稿
で 観 察 す る ポ ス ト 冷 戦 フ レ ー ム は、Gamson
（1992 : 384-385）がいうところの単一の出来事に
対するイベント・フレームや多くのニュースに共
通する一般的なニュース・フレームではない。あ
る 争 点 や 問 題 に 対 す る 長 期 的 に 見 ら れ る イ
シュー・フレームに近く、歴史的な文脈の中でそ
の争点や問題がどのように位置づけられているの
かというより大きなフレームである。これらの点
から、フレームの要素すべてが記事に含まれると
は限らず部分的に観察されると考える。もちろん
質的に検討するために再現性という点で議論の余
地があることを認識しつつ、仮説の妥当性の検討
に焦点を絞り検討を行う。
２．気候変動交渉報道における　 
　　ポスト冷戦フレームの再生産
　それでは、1989年11月以降で気候変動交渉に
関連する出来事を扱った報道を見ていく。
・ホワイトハウス会議
　米国ブッシュ大統領の主催により1990年4月に
「ホワイトハウス会議」が開催される。この会議
は、1989年12月に冷戦終結が宣言されたマルタ
会談にて、環境に加えて経済、科学技術の専門家
会議として米国側から提案された会議である。マ
ルタ会談での提案とホワイトハウス会議は次のよ
うに報じられている。
西欧諸国主導型で進められてきた二酸化炭素
などの地球温暖化ガス規制策について、核大
国であるばかりでなく「大気汚染大国」でも
ある米ソ両国が、リーダーシップを発揮しよ
うとするホワイトハウスの意向の表れ（朝
日、1989年12月4日）
世界最大の二酸化炭素排出国である米国が今
後、世界政策の中で地球環境問題をどう位置
づけ、「環境外交」をどう展開していくかを
占う会議だけに、論議の行方が注目されてい
る（朝日、1990年4月18日）
　米ソが「大気汚染大国」と表現され今後のリー
ダーシップを取ることが予想されており、核と地
球温暖化がアナロジーとして用いられている。加
えて、冷戦末期の米国の世界政策の中にこの会議
での提案が位置づけられて、冷戦の終結を宣言し
たマルタ会談で発表されたこの会議が冷戦後の秩
序構造に関連付けられ報じられている。
　一方で、二酸化炭素の現状凍結を主張する欧州
と調査研究を重要視する米国との対立が会議前か
ら報じられていたが、同会議で交渉が進まない状
況は次のように報じられている。
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心配なのは、今年秋から始まる地球温暖化防
止条約制定の外交交渉の難航だ。具体的な規
制措置が盛り込まれる予定の議定書作りが後
回しにされると、世界共通の具体的な第一歩
がさらに遅れる（読売、1990年4月20日）
　交渉が難航することで共通の目標づくりが遅れ
ることが心配されている。これは共通の目標づく
りが達成されるべき目標として認識されているこ
とを示している。
・地球温暖化防止行動計画
　1990年6月日本政府は同年秋に地球温暖化防止
行動計画を策定することとし、温室効果ガスの排
出抑制を2000年までに「極力低いレベルで安定
化させる」ために検討を行うことを発表した。こ
の行動計画は次のように報じられた。
凍結時期については2000年までにと明記し
たものの、基準となる排出量の時期は、明言
を避け、現状レベルで2000年までに凍結と
する方針が主流となっているヨーロッパ諸国
に比べ、なお開きが残された（読売、1990
年6月15日）
温暖化対策の行動目標作りに大きな一歩を踏
み出したと言える。しかし、どれだけの排出
量で凍結するかも明らかにしなければ、具体
的なものにはならない。今回は、この点につ
いて『極力低いレベル』というにとどめ、具
体的な数字をあげることができなかった。温
暖化問題をめぐる昨年来の大きな国際的流れ
からみて、不満が残る（読売、1990年6月16
日）
　それまでの「国際的な流れ」を基準として「不
満が残る」という評価を下していることがわか
る。ホワイトハウス会議に引き続き、具体的な目
標が期待されていることも確認できる。
・ヒューストン・サミット
　1990 年 7 月 9 日から 11 日にかけて開催された
ヒューストン・サミットは、冷戦終結後の初めて
のサミットであり、冷戦後のアジェンダとして
「環境」が主要議題として組み込まれたサミット
である1。日本政府は同サミットに向けて7月7日
に国別のCO2抑制目標を設ける提案を行うことを
発表する。しかし、このサミットでは抑制・凍結
目標は決まらず目標や実施時期が宣言に盛り込ま
れることはなかった。このサミットにおける地球
環境という議題に関する報道では、89年3月に開
催されたハーグ環境サミットが引用され、主導権
争いが言及される。
（フランスは）世界24カ国の首脳らによる初
めての環境サミット（89年3月、ハーグ）を
強行した。 その転身ぶりは、 世界を驚か
せた。
強行といったのは、サミットというのに、米
ソ両国を招かなかったからだ。戦後の世界を
支配してきた両超大国の力の低下という現実
を前に、欧州が主導権を握る好機とにらみ、
その課題として、世界中、だれも反対しよう
のない地球環境を持ち出した 　　。 事実、
それから１年、米ソ両国は、欧州の環境攻勢
に振り回されてきた。
（中略）
国際政治の新しい舞台は、これまでのとこ
ろ、演出も、主演も、欧州諸国の独壇場の観
がある（朝日、1990年7月6日、カッコ筆者
加筆）
　ハーグ環境サミットとこのサミットを関連付
け、冷戦構造の末期における主導権を争いという
視点から言及され、欧州が主導権を握っていると
報じられている。冷戦末期における環境をめぐる
国際政治の主導権争いが関係づけられているのが
確認できる。
・IPCC第4回全体会議
　1990年8月27日から30日までにIPCCの第4回
全体会議がスウェーデンのスンツバル市で開催さ
れる。この会議では、3つの作業部会から出され
た報告書に基づき第1次評価報告書が採択される
ものの、CO2排出削減目標は見送られる。この報
告書は第2回世界気候会議に堤出され資料として
使用される。この第4回全体会議では、欧州、米
国、日本などを含む先進国に加えて発展途上国が
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登場する。全体会議前の作業部会での報道も含め
て、IPCCに関する報道にも、冷戦や主導権争い、
そして、解決への期待が見られる。
先に訪米したゴルバチョフ・ソ連大統領は、
スタンフォード大での講演で、「冷戦時代」
の軍事中心の同盟ではなく、米ソが環境問題
などで連帯する同盟を築く時代が近づいたと
の認識を示した。だが、気候変動を「共通の
敵」とみなすことはできても、これに対抗す
る同盟をまとめあげるほど危機意識が熟して
いない（朝日、1990年6月19日）
「複雑さ増す地球温暖化問題　各国の思惑か
らんだIPCC全体会合」
会議は、CO2排出量の削減目標設定に積極的
な欧州諸国と、慎重なアメリカ、中東産油国
という図式に加え、「経済発展が先決だ」と
の姿勢で臨んだ発展途上国が、異議を唱える
などして紛糾。… 温暖化問題の複雑さを浮
き彫りにした会合といえる。
（中略）
今回の会議では結局、報告書の中に目標設定
への具体的方向を盛り込むことはできなかっ
た。CO2削減をめぐるアメリカと欧州諸国と
の「溝」はかえって深まり、「宿題」は先送
りされた形だ（朝日、1990年9月12日）
今回の報告書はGHG全体、あるいはCO2 排
出の凍結（安定化）という、より厳しい抑制
目標を掲げることはできなかった。昨年11
月、オランダ・ノールドベイクでの環境大臣
会議は先進工業国の早期凍結を宣言し、凍結
のレベル、時期の検討をIPCCにゆだねたが、
各国のエネルギー政策に直結するこの問題
に、一年で科学的結論を出すことは困難だっ
た（読売、1990年9月1日）
　まず、冷戦後の人類共通の敵として温暖化が言
及されていることが確認できる。また、温暖化問
題解決の為の歩みが進んでいないという表現か
ら、具体的な目標レベルを設定することが目指す
べきものとして報じられていることがわかる。こ
のIPCC全体会議でも冷戦構造と、そのもとでの
人類共通の敵として地球温暖化が位置づけられて
いる。一方で、発展途上国の登場により交渉が複
雑化しているという認識も示されており、ポスト
冷戦フレームのロジックには含まれていない要素
が、交渉の進行とともに現れ始めている。
・第2回世界気候会議
　第2回世界気候会議（1990年10月29日～11月
7日）では、IPCC第一次評価報告書が評価され、
気候変動・温暖化に対して世界的な気候変動のリ
スクを強調した提言と国際社会に向けた政治提言
が出された。この会議は気候変動枠組条約の締結
に向けた重要なステップの一つとして位置づけら
れた会議である。この会議では研究者による専門
部会が開かれ、この部会から提言として2005年
までに少なくとも20%の排出削減が可能である
ことなどがまとめられた。しかし、閣僚会議で出
された政治宣言には数値目標は含まれなかった。
この点に関して次のように報じられている。
温暖化防止問題は、88 年の主要先進国首脳
会議（トロント・サミット）に引き続いて開
かれた科学者会合が「2005 年までに CO2 の
20%削減」を提言して火がついた。2年余り
の間に多くの国際会議が開かれたが、積極派
の欧州諸国と消極派の米国の対立を軸に一進
一退を繰り返してきた。第2回世界気候会議
は、ちょうど1年前、オランダ・ノールドベ
イクで開いた環境相会議の域を維持すること
すらできなかった（朝日、1990年11月8日）
ちょうど一年前、オランダのノールドベイク
で開かれた環境大臣会議は、先進工業国によ
るCO2の早期安定化で合意、その安定化のレ
ベルをこの気候会議の検討に任せることにし
た。その意味では、気候会議は先進工業国一
律の目標作りに失敗したと言えるだろう（読
売、1990年11月9日）
新たな国際秩序を模索する欧州諸国が、地球
環境に熱心な背景には、安全保障に対する認
識の変化がある。米ソ両超大国の軍事的対立
が急速に薄れるにつれて、脅威の対象は、国
境を越えて拡大する環境破壊や途上国で深刻
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化する貧困に移りつつある（朝日、1990 年
11月9日）。
　このようにこの会議に対する評価はノールトベ
イク会議を基準として行われている。事実、ノー
ルトベイク会議においてIPCCと第2回気候会議
にて検討されるレベルに排出を安定化させること
が合意されていた。しかし、88年の日本ではほ
とんど報じられていなかったトロント会議が言及
され気候会議までの交渉も言及されている。そし
て、冷戦後の国際秩序と欧州の安全保障への認識
の変化への言及も見られた2。
　これらの会議に共通しているのは、89年のノー
ルトベイク会議までの国際的な流れが報道の基
準、ベースとなっているということである。つま
り、その国際的な流れの中で構築された認識枠組
み、フレームが作用していることを意味してい
る。なぜならば、フレームが現場以外の出来事、
例えば、過去の出来事などと関連付けられること
によって構築されるからである。実際に冷戦と核
が温暖化に結び付けられ、人類共通の脅威、主導
権争い、そして、地球温暖化の解決への期待など
の要素が報道内容に確認できた 3。これらの要素
が確認されたことはポスト冷戦フレームが適応さ
れ再生産されていたことを示唆するものと考える
ことができる。先にも述べたように、構築された
フレームはその後の報道に適用されていく。その
一部が垣間見られた。もちろん、前の報道を受け
て次の記事を書くというのは記者の当然の習慣で
あるだろう。しかし、それこそがフレームを構築
し次に適用するという再生産プロセスの実践なの
である。
　この適用が問題なく繰り返されつづければ、こ
のフレームは社会の中に徐々に蓄積され、長く再
生産されることになる。しかし、うまく適用でき
ない、言い換えれば、そのフレームでは説明でき
ない出来事が続けば、そのフレームは変容をする
か、さもなければ、跡形もなく改編されるだろ
う。次に、1990年から始まる気候変動枠組み条
約の交渉会議を中心に、ポスト冷戦フレームが適
用されてくのかどうかを見ていく。
３．ポスト冷戦フレームの変容
　1991年から1992年の間に行われた気候変動交
渉に関連する出来事として、計6回開催された気
候変動枠組み条約交渉会議（Intergovernmental 
Negoti ating Committee : INC） と、 その合間に
あったロンドン・サミット、交渉会議の中で日本
から提案された「誓約と審査方式」の新聞報道を
見ていく。なお92年6月に開催された地球サミッ
トは気候変動枠組条約の署名というイベントであ
り実質的な交渉は行われなかったため対象から外
した。では、それぞれの出来事を概観しつつ、報
道内容にポスト冷戦フレームが見られるかどうか
を確認していく。
・第1回、第2回INC
　1991年2月に開催された第1回INC（バージニ
ア州：1991年2月4～14日）では、会議のはじめ
ということもあり条約交渉ではなく、議長・副議
長の選出、ガイドラインや作業部会などの交渉の
態様、議事規則などが決められた。もちろん条約
の文案も議論される予定だったが、交渉の態様の
合意が最終日に合意されたため文案の交渉に至ら
なかった 4。同会議の争点となったのが「条約交
渉のみか議定書交渉を含めるのか」「資金問題に
どう言及するのか」「作業部会の議長・副議長の
選出」の３つである。1つ目の争点においては条
約のみを交渉することとされ、2 つの作業部会
（約束・義務と機構・制度面）を設置することが
合意された。2 つ目は「十分かつ追加的な資金」
と表記することで決まるが、3つ目は最終的に決
まらず第2回の交渉に持ち越された。
　第2回INC（ジュネーブ：1991年6月18～28日）
は、第1回で持ち越された各作業部会の議長・副
議長の選出に数日を要することとなった。その
後、各国から案文が堤出された。それらをまとめ
ると次の項目が主なものとなる。「気候変動は人
類共通の関心」「世代間の公平」「衡平な義務負
担」「共通ではあるが差異ある責任」「先進国の主
要責任」「天然資源に対する主権」「内政不干渉」
「総合的（包括的）アプローチ」「予防的措置の原
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則」「費用対効果」「持続可能な開発」「開発の権
利」「開発途上国の特殊事情」「国際協力」「技術
移転の条件」「新規かつ追加的な資金給与義務」
「研究、 観測、 モニター」「環境破壊者の責任」
「融資条件の禁止」「貿易障壁の不導入」などが提
案された。最終的には、第三条に、共通ではある
が差異ある責任、開発途上締約国の特定の状況へ
の考慮、予防設置、持続可能な開発を促進する権
利および責務、一方的貿易措置の回避が明記され
ることとなる（赤尾， 1993 : 102）。
　第1回INCの報道では、交渉の様子とともに、
米国や欧州、途上国のそれぞれ主張が対立してい
ることが伝えられている。「思惑絡み前途多難」
な会議となり「ECは主導権を取れなかった」（朝
日、1991 年 2 月 22 日）と報じられ、先進国と途
上国の対立が「南北対立」と伝えられている。先
の第2回世界気候会議にも見られたが、途上国の
登場によりポスト冷戦フレームでは組み込まれて
いなかった事実として南北対立が見られるように
なってくる。第2回INCにおいても議論が長引き、
各国の主張が次から次へ出される状況から次のよ
うに報じられる。
「各国の立場の違い埋まらず、実質論議なく
終了　温暖化防止条約会議」
昨年は各国がCO2 の削減目標を競って宣言、
温暖化防止論議が盛り上がったが、今年に入
り、焦点が条約作りに移ると途端に熱が冷め
てしまった。大国・米国がCO2削減に依然と
して消極的であるほか、削減目標を宣言した
国の多くも、本音は産業への打撃が大きい対
策を急いで始めたくないなど、厳しい条約を
早く作りたい国がほとんどないからだ（朝
日、1991年7月2日）
　条約の具体的な内容に入ると地球温暖化問題の
解決に向けて世界の国々がまとまれないという事
実が徐々に顕在化しており、それがはっきりと認
知されていることがわかる。
・ロンドン・サミット
　第2回と第3回INCの間に、ロンドン・サミッ
トが開催された。1991年7月15日から17日にか
けて開催された同サミットはロシア大統領が会談
を持つようになるはじめてのサミットとして注目
された。そして、92年に開催される地球サミッ
トに向けての主要先進国の地球温暖化を含めた環
境問題に対する考えを方向づける会議としてみな
されていた。このサミットは次のような批判的な
報道がなされている。
⃝目先の利益を優先
地球環境問題も、サミットで利害対立が目
立った。地球温暖化を防止するための条約を
めぐり、米国が自国産業への打撃を避けたい
思惑から消極的姿勢をとり続けた。サミット
が進展をみせないのに業を煮やした途上国は
「地球環境悪化は先進国の責任」と反発し、
地球環境問題は南北問題の様相をみせて
いる。
かつて敵対していた軍事大国・ソ連の取り込
みに成功したG7サミットは、こうした課題
を克服しえない限り、「自分たちの目先の利
益だけを追う排他的な金持ちクラブ」に堕し
てしまうだろう（朝日、1991年7月19日）
　このサミットにおける地球温暖化報道では「自
国の利益」が言及されている。気候変動交渉に、
徐々にポスト冷戦フレームには含まれていなかっ
た国家の利害という要素が顕在化し第2回INC会
議に引き続き再び言及された。それまでは、冷戦
下の二大国構造にかわる新しい構造において、誰
が主導権を取るか、人類共通の課題である温暖化
問題の解決に向かって進んでいるのかという要素
が言及されてきた。しかし、途上国の登場、そし
て、途上国と先進国という対立が徐々に明確にな
ることで、冷戦の次の秩序構造という予測が不透
明になってきたことが伺える。それは各国の対立
がうまくポスト冷戦フレームの要素と関連付けら
れていないこととも関係しているだろう。
・「誓約と審査方式」を巡る報道
　日本が第 2 回 INC で一度提案しロンドン・サ
ミットでも提案したのが「誓約と審査方式」であ
る。 この「誓約と審査方式」（P & R 方式） は、
第2回INCで批判を受けたことが報道されている。
その後、ロンドン・サミットにて提案されたが、
その後の自民党地球環境問題特別委員会で了承さ
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れないという自体が起こる。これはこの方式が非
難されたという事実が報じられたことからはじ
まる。
「日本提案のP & R方式、不評　難航する温
暖化防止条約」（朝日、1991年7月25日）
「各国の自主規制にゆだねる方式、自民党が
了承見送り　温暖化防止条約」（朝日、1991
年7月26日）
「『官僚主導』が裏目　背景に対米配慮も温暖
化防止策提案練り直し」（朝日、1991年7月
26日）
　各国の利害対立から議論が進まない中で、日本
はまだ明確な立場を表明していなかった。むしろ
中間的な位置を取ることで欧州と米国の間で仲立
ちをする位置づけだった。そのような日本の態度
からのこの方式の提案を行ったことは次のように
報じられている。
日本は、世界気候会議で積極派の国々と同一
歩調をとったが、条約に統一目標を盛り込む
かどうかには触れず、あいまいな立場を取っ
てきた。欧州からは「排出規制同盟」に、米
国からは「柔軟対応同盟」に加わるように水
面下の勧誘を受けたが、「柔軟対応同盟」の
旗
き
幟
し
を鮮明にしたのが「誓約と審査」方式の
提案。欧州諸国がブッシュ米大統領を説得す
る好機と手ぐすねを引いていたロンドン・サ
ミットを前に、6月の第2回条約交渉会議で
表明しただけに、積極派にとっては不快だっ
た（朝日1991年7月25日）
　そして、 この方式が「条約には程遠い代物」
「一律規制の放棄」「義務がなくては条約にならな
い」「宣伝だけで中身がないPR方式」という「さ
んざん」な「非難を浴びた」と報じている（同記
事）。この後の報道では、自民党の地球環境問題
特別委員会が「温暖化の主因である二酸化炭素の
統一的な排出規制を放棄する内容であり、世界を
リードすべき日本の提案としてふさわしくないと
して了承を見送り、関係閣僚に再検討を要求し
た」と報じられる（朝日、1991年7月26日）。さ
らに、この「誓約と審査方式」が「官僚の独走」
によって国際会議に持ちだされたものと報じられ
る。政府代表団によって提案が決まったこの方式
は、環境庁長官に説明をせずに提案され、その後
「強い国際非難を呼んだ」。自民党が「温暖化防止
行動計画を取りまとめた時には、欧州諸国から賞
賛を得ながら、いつの間にか、官僚たちが勝手な
提案を持ち出して国際非難を浴びたことは許しが
たい、という気持だ」と「官僚の独走」が議員に
よって批判されているとも報じている（朝日、
1991年7月26日）。
　日本への批判、そしてその原因と犯人探しへと
報道は続いていった。後日、環境NGOの批判の
報道に端を発したこの出来事は、「誓約と審査方
式」の説明不足による誤解と省庁間での見解の統
一がされていなかったことによるものであったこ
とが報じられたことで収束する 5。事実、最終的
にこの方式は名称を変更して条約に組み込まれる
ことなる。
　ここで、 強調したい点は環境 NGO の主張に
沿った先走った日本批判の報道がなされたという
ことではない。「条約を骨抜きにする日本」とい
うような批判的な報道がなされ、その責任がどこ
にあるのかという追跡取材が行われ、それが記事
になるという背景を考えたい。今まで見てきたな
かで地球温暖化の解決が期待されていることが何
度も示唆されてきた。それはポスト冷戦フレーム
が基準として作用し今後の動きに対して期待や評
価が行われてきたことを意味する。ポスト冷戦フ
レームから見ると、地球温暖化という人類共通の
敵である温暖化の解決を「骨抜きにする日本」と
いう構図になる。また日本が自国ということもあ
り、ジャーナリズムの批判が強く作用したと解釈
することができる。このようなポスト冷戦フレー
ムを枠組みとした批判や評価を伴う報道は繰り返
し行われてきたのである6, 7。
・第3回INC
　第 3 回 INC（ナイロビ：1991 年 9 月 9～20 日）
では、第2回会議で出された案文を基に作成され
た事務局案が提示され議論された。また、日本を
中心として提案された「誓約と審査方式」が再度
説明され、EC にも支持される 8。ここでの報道
は、今までみたような「利害対立」が再び報じら
れる。
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「国益の衝突、鮮明に『時間切れ』へ黄信号 
温暖化防止枠組み条約」
来年6月の「地球サミット」での署名をめざ
す温暖化防止枠組み条約に「時間切れ」の黄
信号がついた。9月20日までナイロビで開か
れた条約の交渉会議では、途上国と先進国の
対立が一向に解けないうえ、石油輸出国が特
別な配慮を訴えるなど、各国の個別利益ばか
りが主張された。… 
… 条約が現実味をもつようになって、利害
対立が一層鮮明になった形だ（朝日、1991
年10月5日）
制度面での合意はあったものの、各国がどう
「温室効果ガス」を排出抑制するかは、議論
百出の状態だった。…（中略）… 各国の要
求で選択肢がどんどん増え、二十数ページに
もなってしまった。好き勝手に言いたい放題
言ったという印象だ（読売、1991年9月22日）
　さらに、「かなり身勝手な論理がまかり通って
いる」、交渉が「言いたい放題」の状態であると
報じている。各国の利害対立が全面にでているこ
の交渉の現状が批判されているのは明らかであ
る。こうも利害対立が障害となるならばその原因
でもある南北問題と貧困を解決するという点に焦
点が移行することも考えられるが、それは見られ
ない。南北対立は温暖化問題解決へ向かうための
障害としてのみ配置されている。
・第4回INC
　第4回INC（ジュネーブ：1991年12月9～20日）
では、第1回の会議で各作業部会の議長選出で多
くの時間が割かれたように、議論は長引き合意へ
の方向性が示されないまま終わった。このような
交渉会議の進行に対して利害対立がその原因とし
て報じられる。
「各国の利害のズレ鮮明化　長期的戦略の米
国　難航する温暖化防止条約」
最も対立の激しいのが、CO2を含む温暖化ガ
スの排出規制問題だ。参加国を先進国、途上
国、海面上昇による国土消滅に危機感を高め
る小島しょ国連合（AOSIS）などの「特殊
な事情を持つ国」のグループに分け、対応策
を検討中。先進国内では、欧州共同体（EC）
が「2000 年の CO2 排出量を 1990 年レベルに
安定化する」ことを提案しているが、米国が
「実施期限明示つきで、CO2 削減目標を設定
するのは反対」との強硬姿勢を崩さず、議論
は平行線をたどったまま。
途上国ではインドや中国に代表される「先進
国の対応策が決まってから態度を決める」と
の主張が一般的だ。また、人口増加が予測さ
れるため、削減目標は「総量ではなく、人口
１人当たりの排出量を対象に実施すべきだ」
との意見も台頭してきた。途上国グループ内
部でも、石油消費減少につながるCO2排出削
減を警戒するサウジアラビアなど産油国と、
早期の温暖化防止対策を求めるAOSIS諸国
の意見が食い違うなど、多極化している（朝
日、1992年1月6日）
　このように、北と南という単純な対立としてだ
けでなく、その中でも複雑に対立がある状況にあ
り、二酸化炭素排出規制に関して、先進国内、途
上国内で意見が異なり多極化していると見なされ
ている。ポスト冷戦フレームでは、米国と欧州と
いう対立軸による環境での主導権争いが行われて
いたと報じられていた。しかし、条約交渉が進む
につれてその軸だけでは不十分な状況になってき
ている。
・第5回INC
　当初は、この第5回INC（1992年2月18～28日）
が最終会議になると予定されていたが、最終決定
に至らず再度交渉会議が開かれることが決まる。
「二酸化炭素削減先進国案　途上国支援分も
加算『規制条約』後退の恐れ」（読売、1992
年2月26日）
「温暖化防止条約　CO2 規制のOECD案『抜
け穴』認める危険も」
ニューヨークで開かれている温暖化防止条約
の第5回政府間交渉は、日本など経済協力開
発機構（OECD）加盟先進国が提出した温暖
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化ガスの安定・削減目標が条約の基礎になり
そうだが、抜け穴が心配だ。
 …  中略  … 
二十一世紀に向け、地球規模の国際協力の第
一歩が期待された条約交渉が、この有り様。
国際社会が経済成長の枠組みから離れるのが
いかに難しいかを露呈した（読売、1992年2
月29日）
　第5階INCにおいて妥協案が盛り込まれていく
様子が非常に批判的な論調で報じられているのが
わかる。二酸化炭素以外の温室効果ガスすべてを
対象とする包括的アプローチや他国の温室効果ガ
ス削減に協力することで自国の削減分として計算
する共同実施などの制度が、「後退」と見なされ、
「抜け穴」につながると懸念されている。ここで
も二酸化炭素の実質的な削減が目指されている。
・最終INC
　条約に署名する予定の地球サミットの2ヶ月前
に開催された最終交渉会議（ニューヨーク：1992
年4月30日～5月9日）にて最終的な条約案が決
定する。同会議では米国と英国から示された条約
案が議長案として示され、その案について議論す
る場となった。米国が二酸化炭素に絞った削減お
よび数値目標の設定に同意せず、最終的に「気候
系に対して危険な人為的干渉を及ぼすこととなら
ない水準」 に大気中の温室効果ガスの濃度を
1990年レベルに戻すという目的を持って政策を
実施するよう努めるという内容で合意された。同
条約の詳細な内容に関しては字数の関係上省略す
るが、岩間（1999）が的確にまとめておりそちら
を参照してほしい。この1年半に及ぶ交渉の結果、
当初目標とされていた CO2 の「削減」や「安定
化」という語句は使用されないこととなった。最
終INCまでに出された条約案に対して開会前に
は次のように報じられている。
「地球温暖化防止条約『CO2 削減』大幅に後
退『公約』の案文が判明」
先進国が実施するCO2の安定化目標を、どの
ように規定するかを明示する温暖化防止条約
の中心的部分で、エネルギーの総量規制につ
ながるため、これまで重ねられてきた交渉会
議でも、各国の利害が激しく衝突していた。
それが、今回は地球サミットを目前に、厳格
なCO2の排出規制にしり込みする国が次々出
て、内容も次第に後退した。
日本やECなど、規制に前向きな国々の案で
さえ、「2000年までに1990年の排出量レベル
に安定化するという具体的な目標の達成」を
約束する案から、「安定化を目的とした（あ
るいは効果のある）政策や措置をとること」
を約束すると大きくトーンダウン。
さらに、これと併記されているアメリカ案に
至っては、「温室効果ガス（CO2 など）の伸
び率を下げるような世界的な努力に貢献す
る」といった抽象的な表現でお茶を濁そうと
いう中身になっている。
…
この結果、会議に参加していた途上国側から
は、『アメリカには失望した』との声が相次
いだ（読売、1992年4月23日）
　今までの交渉が利害の衝突であることが再確認
されCO2削減という目標から大きく後退したこと
が批判的に報じられている。そして、会議後の報
道も次のように続いている。
「地球サミット」まであと3週間余になって、
やっと最大の課題である温暖化防止条約が採
択された。二酸化炭素を筆頭とする温室効果
ガスの排出規制は、一番の大食漢である米国
の反対で拘束力を持つ規制目標は設定でき
ず、「自主的な対策の実施」にとどまった。
戦後の世界経済を支え、「世界の警察」と言
われてきた米国だが、体制や国境を超えた地
球環境問題では、その指導的役割を放棄しつ
つあるようだ。
 … 
（地球環境問題）を前にして、世界の指導者
はその認識とリーダーシップの発揮を求めら
れている。だが、今の米国にそれらが欠けて
いることは、地球とそれを守るための条約の
将来を危うくしている（朝日、1992年5月12
日、カッコ筆者加筆）
　地球温暖化問題の解決という課題を通して冷戦
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後の世界秩序を担うはずの米国への失望が語られ
ている。
この条約の「前文」では、「気候変動問題は
人類共通の関心事」とうたっている。問題を
克服するためには、「世界的な協力が必須」
だとも。しかし、二酸化炭素の削減は経済成
長の足をもろに引っ張るとの意見が根強いだ
けに、会議は「国家利益」のぶつかり合いの
連続だった。
… 中略 …
交渉の最終段階になって、それまで厳しい規
制策を主張してきたECなどが、つぎつぎと
実施面での抜け穴とも思える案を出してきた
のにもあきれた。途上国や東欧のCO2削減に
協力した分を、自国の削減分としてカウント
しろとか、石油などの化石燃料やその製品の
輸出に依存しているので、条約の実行にあ
たって配慮対象国にしてもらいたいとか、
「国家エゴ」丸出しの状況で、これらがほと
んど、条文に盛り込まれてしまった（読売、
1992年5月10日）
　このように報じられ、人類共通の関心事である
地球温暖化問題の解決が利害対立によって阻まれ
たという認識が明確に語られている。
　INCとその間にあったいくつかの出来事に関す
る報道を見てきた結果、INC開始前と後で報道の
様子が大きく変わっていることがわかる。それは
もちろん交渉が具体的な事項へと議論を進めたこ
とで報じる対象が変わったためだ。そして、交渉
が進まない理由は各国の利害対立だと報じられて
いた。しかし、外交交渉において利害対立がある
のは当然である。そもそも各国の利益を調整する
ために行うのが外交交渉である。その交渉自体が
ここまで批判的に報じられる理由はどこにあるの
か。それは、地球温暖化問題解決のために二酸化
炭素の削減目標を決めるという基準、そしてそれ
への期待があるからである。そしてこれは冷戦終
焉の直前であるノールトベイク会議で宣言された
ことであった。国家が国益やイデオロギーを超え
て人類共通の脅威である地球温暖化を解決するた
めに二酸化炭素の削減目標を決める。もしこれが
決まれば新しい世界秩序の象徴的な出来事にな
る。それが国益という利害によって消滅したこと
への失望、そして、落胆がINCを振り返った記
事に明確に現れている。
　加えて、欧米間の対立として報じられてきた
が、その中に途上国が加わり、交渉の細かい点で
意見が別れたため単純な対立軸では描けない状況
が顕在化してきた。それを南北対立と表現し報じ
ているものの、それまでの関係付けの中にうまく
組み込まれていなかった。永井（2014）の歴史的
な整理や報道分析には途上国が要素として入って
いない。南北問題や先進国の責任への言及がほと
んど見られなかったということだろう。貧困問題
は1972年の人間環境宣言で国際的には言及され
ている。また、地球温暖化における先進国の責任
に関しては89年のハーグ環境サミットにおいて
も言及されている。先進国責任論という言説は
INCが始まる前からすでにあった。しかし、その
言説はポスト冷戦フレームには組み込まれていな
かった。気候変動交渉をめぐる報道では、第2回
世界気候会議あたりから徐々に顕在化し、INCを
通して南北対立は各国の利害対立の中に取り込ま
れる形で温暖化問題解決のための交渉の障害の一
つとして最終的に位置づけられたと解釈できる。
４．結　論
　ポスト冷戦フレームが構築されたという仮説を
検討するために、1989年12月から1992年の地球
サミットの直前の条約交渉会議までの報道を見て
きた。そこには、二酸化炭素の削減と安定化が合
意されることを期待した報道が見られ、その期待
が裏切られたことへの失望が見られた。そのよう
な期待と失望が、冷戦の終焉という歴史的な流れ
から捉えられていたことも垣間見られた。
　このような認識枠組みがポスト冷戦フレームな
のだろうか。地球温暖化が解決に向かうことに大
いに期待し、その道からそれるような行動を取る
日本や米国が批判されていた。また、条約交渉会
議は利害対立、国益の衝突などと表現され、最終
条約案にたいして失望する記事が書かれた。この
大きな期待はいったいどこから来たのか。
　人類の脅威となる核戦争を背景とした米ソの東
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西冷戦が終焉を迎えるまさにこの大きな時代の変
化の中で、新しい問題として登場した地球温暖化
問題の解決を次の新しい時代への希望または象徴
的な問題として位置づけていたからではないの
か。そうでなければ、執拗なまでの日本や米国へ
の批判を説明することができない。確かに新聞社
のイデオロギーという点からその新聞社が左翼的
だからと説明することもできるかもしれない。し
かし、その説明は他の新聞社の批判を説明できな
いし、 明示的に書かれている失望も説明でき
ない。
　2大大国の対立構造の解消により米国が唯一の
大国となり、冷戦後、唯一リーダーシップを発揮
できるはずのこの国が、地球温暖化問題において
消極的な態度を撮り続けたことへの批判は、その
歴史的な変化から説明されるほうが妥当である。
また、地球温暖化問題が人類共通の脅威であり、
イデオロギーの対立を乗り越え世界がひとつにな
る課題としてその解決が期待されていたからこ
そ、それが国家間の利害対立によって阻まれたこ
とに失望したと考えることができる。
　これは、ポスト冷戦フレームのロジックから説
明できるものだ。したがって、永井（2014）が提
示した気候変動交渉におけるポスト冷戦フレーム
が当時の新聞メディアで構築され再生産されてい
たという仮説が、一定の妥当性を有していること
が示された。もちろん、質的なアプローチである
ためにその再現性に課題はあるにせよ、当時の地
球温暖化をめぐる気候変動交渉を日本の新聞がど
のように捉えようとしていたのかを考える上で、
非常に示唆に富む仮説だと言える。
　加えて今回の検討を通して、そのポスト冷戦フ
レームを適応することが難しくなったということ
も明らかになった。ポスト冷戦フレームが描く未
来とは異なる形で交渉が進行し、条約内容が後退
した。そして、この条約案は変更もなく92年6月
の地球サミットにて各国により署名される。した
がって、ポスト冷戦フレームが機能しなくなった
ことにより、これ以後は全く別のフレームが構築
されていくことが可能性として考えられる。そう
なると、1992年までの気候変動交渉の捉え方と、
1997年の京都会議での気候変動交渉の捉え方が
大きく異なるかもしれない。例えば、各国の利害
対立を中心に据えてフレームが構築されているか
もしれない。もちろん、気候変動枠組み条約の交
渉過程と、具体的な削減目標を議論する京都会議
は別物である。だが、そのような交渉の表面的な
差異だけでなく、地球温暖化を解決するというこ
とがどういう文脈で捉えられていたのかという点
で考えるべきであろう。当時の新聞記者たちがま
さに自分たちが置かれた社会的な文脈の中でどの
ように「地球温暖化問題」をとらえ構築していっ
たのか。本稿でのポスト冷戦フレームの検討によ
りその一部を示すことができていれば幸いで
ある。
　　　　　　　　　　
注
 1 サミットで環境が言及されるようになったのは1981年
7月のオワタサミットからである。経済宣言第8項、第
33 項で言及されている（環境庁「地球温暖化問題研究
会」、1990：172）。
 2 「脅威」としての環境に加えて、「途上国で深刻化する
貧困」という表象が使用されはじめるが、「貧困」がこ
のポスト冷戦フレームには組み込まれたとはみなさな
い。なぜならば、ポスト冷戦フレームは、「先進国」を
中心としたフレームであること、また、バルブ景気に湧
く日本に「貧困」を脅威と見なす認識が受け入れ難い状
況であることが考えられるからだ。よって、途上国の貧
困問題と関連する「南北問題」がポスト冷戦フレームに
組み込まれるとは考えにくいだろう。しかし、途上国が
会議に参加するようになりはじめ「南北問題」に関連す
る表象が今後確認できるようになる。
 3 毎日は、政治宣言を「画期的な政治宣言」とし、「枠
組み条約交渉に向けて、世界は大きく前進する」と記述
している（「『地球温暖化に歯止めの努力すべき』との政
治宣言を採択へ 　 世界気候会議」1990年11月5日）。政
治宣言に関して、「先進国、途上国両者に均衡のとれた
責任分担を呼びかけている」と表象し、トバル事務局長
のコメントを引用し「完全な形とはいえないが、92年を
目標に温暖化防止のための国際枠組み条約を作成する交
渉の足がかりがようやく完成したことは、人類社会に
とって画期的な意義を持つ」という表象を配置している
（1990年11月8日）。これらの表象は一見すると、朝日と
読売に見られるポスト冷戦フレームから説明できるもの
である。しかし、毎日は冷戦終焉と連関したポスト冷戦
フレームから用いられるはずの表象が見られず、また、
核戦争に変わる新しい脅威としてという文脈での表象も
見られない。そのため、単純に世界気候会議という科学
的にも政治的に正当性を持つ場で問題とされる地球温暖
化への対応が求められているという文脈で報じていると
言える。つまり、毎日はポスト冷戦フレームを採用して
いないと考えられるのである。
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 4 赤尾、1993 : 97-98.
 5 毎日は、朝日がすでに報じているように、「自民党内
からは『日本としての理想が反映されていない』との批
判が出ていた」と報じている（「地球温暖化防止条約実
施へ、政府方針案作成へ」1991年8月8日）。毎日は解説
で、この「誓約と審査方式」が「世界の環境保護団体の
反発を招き、自民党からも見直し要求が出て、物議をか
もしている」 と解説記事を出している。 その中では、
「米国と欧州共同体（EC）諸国の対立は決定的」「米国
ブッシュ政権は、温暖化対策が経済成長を犠牲にするこ
とに、強い懸念を表明してきた」「EC諸国が『各国共通
の目標が必要』としているのに対し、『科学的調査の裏
付けが不十分』との態度を取り続けている」とし、そし
て、「誓約と審査方式」は、「共通目標には全く触れてい
ない」ために、環境保護団体の「条約を骨抜きにしよう
としている」と批判されたと報じている。読売は次のよ
うに報じている。「温暖化防止条約『日本案』課題残し
た３省庁の対応」（1991年8月30日）と題して、「二酸化
炭素規制の『共通目標』『日本は無視』の誤解も」と中
身出しもたて、環境庁が温暖化防止行動計画の「2000年
以降おおむね1990年レベルに安定化させる」を日本提案
とする方針だったが、通産省は「国際的に長期的に日本
の産業政策を拘束されかねないと、各国独自の規制目標
にとどめたい考えだった」。「アメリカが各国の共通目標
を条約の中に盛り込むことに強硬に反対している。通産
省には、対米交渉がやりにくくなるという配慮も働いた
らしい」「こうした背景から、6 月の第 2 回交渉会議
（ジュネーブ）で日本が提案した『プレッジ・アンド・
レビュー』方式が通産、環境の争点になった」「もとも
と通産の案だったが、6 月の交渉を前に、同省が突然、
省庁協議に出してきた。環境庁は各国の共通目標を前提
にした制度と了承したが、ジュネーブでは共通目標の説
明が不足したため、会議を傍聴していた環境団体から
『各国が足並みをそろえようという時に、日本は共通目
標を放棄した』と批判が起こった」とい報じている。そ
して、自民党の調整により、「『各国共通目標がプレッ
ジ・アンド・レビュー方式の前提』の考えが明確になっ
た」；赤尾、1993 : 125 ; 米本、1994 : 120-121.
 6 読売はこの誓約と審査方式に関して、「外務、環境両
省庁と通産省との間で対処方針が分かれて」いたとし
て、「日本としては国際的な温暖化ガス削減の共通目標
であるコミットメント（公約）を条約の前提条件とする
ことを決めた」と報じている。その記事では、「炭酸ガ
スなど温暖化ガスの排出量削減をめぐり、削減に積極的
なEC諸国や日本に対し、アメリカが強硬に反対してい
る。このため日本国内でも、通産省が対米配慮から、国
際的な共通削減目標などのコミットメントに反対の立場
をとってきた」報じている（温暖化ガス削減に「共通目
標」を条約の前提条件と決定／自民地球環境問題特別委
1991年8月7日）。また、「二酸化炭素規制の「共通目標」
　「日本は無視」の誤解も」の中身出しで、「来月9日か
らナイロビで開かれる第3回の交渉会議で提案されるが、
内容は、CO2規制に積極的な欧州共同体（EC）諸国の案
とほぼ同じで、従来から規制に積極的な姿勢を打ち出し
てきたわが国の面目を保った」と報じている（1991年8
月30日）。この記事では、三省庁の「激しいやりとりや
駆け引きがあった」として、環境庁が2000年以降90年
レベルを目標に考えている一方で、通産省が「対米交渉
がやりにくくなるという配慮」から「各国独自の規制目
標にとどめたい」と考えていたと報じている。そして、
「環境庁は各国の共通目標を前提にした制度と了承した
が、ジュネーブでは共通目標の説明が不足したため、会
議を傍聴していた環境団体から『各国が足並みをそろえ
ようという時に、日本は共通目標を放棄した』と批判が
起こった」としている。そして、このような「各省庁の
主張が日本政府の方針としてバラバラに各国に伝わるの
は問題が多い。不必要な誤解を生まないためにも、勝手
に独自の案を海外へ持ち出すのは避けるべきだ」と解説
している。読売はこの報道に関してはポスト冷戦フレー
ムから報じていない。
 7 毎日は、「地球温暖化防止条約、米国優先の環境外交」
と題して報じている（1991年8月13日）。この解説記事
では、「問われる日本の役割」と中身出しをたて、「環境
外交でリーダーシップ発揮を狙う日本は、条約実施の方
法として、『プレッジ・アンド・レビュー（誓約と審査）
方式』（略称・P & R）を提案している。しかし、日本案
は世界の環境保護団体の反発を招き、自民党からも見直
し要求が出て、物議をかもしている」と表象し、条約に
CO2 削減の目標値を入れることに関して「米国と欧州共
同体（EC）諸国の対立は決定的」であり、その中で日本
が提案した誓約と審査が環境NGOに「ヤリ玉にあげら
れ」「日本は米国への追従姿勢から、条約を骨抜きにし
ようとしている」と批判されたと伝えている。そして、
国内の議論に触れながら、「一連の動きの中で、P & Rは
米国の顔色を最優先にする、日本の環境外交の体質をさ
らけ出した観がある。日本の役割はそれでいいのかが、
改めて問われそうだ」と表象している。毎日も、ポスト
冷戦フレームから報じてはいないと言える。
 8 赤尾、1993 : 125.
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